
国会事故調 報告書 ＞ 本編 第 3 部 事故対応の問題点 ＞ 3.1 事業者としての東電の事故対応の問題点 
＞ 3.1.1 事故対応における東電の意思決定 
 
3 月 14 日夕方以降、2 号機の燃料がむき出しの状態となり、免震重要棟の放射線量が上昇するなど、福島第

1原発の環境が悪化し危機が高まったため、東電は福島第1原発からの退避方法について検討を行っていた。 
 
当該退避について、東電の清水社長は、海江田経産大臣、枝野内閣官房長官、寺坂保安院長などさまざまな

ところに電話で相談しているが、官邸側はこの相談を「全面撤退」を申し出たものと捉えており、その申し

出を菅総理が阻止したと主張している。それに対し、東電は「作業に直接関係のない人員」を「退避」させ

ることを申し出たにすぎないと主張しており、両者の認識が食い違っている。 
 
3 月 15 日 5 時 35 分ごろ、菅総理は東電本店に来社し、緊対本部にいる東電社員の前で、激しい口調で演説

を行っている。東電の記録によると、当時の菅総理の主な発言内容は以下のとおりである。 
 
-  「被害が甚大だ。このままでは日本が滅亡だ」 
-  「撤退などあり得ない。命懸けでやれ」 
-  「逃げてみたって逃げ切れないぞ」 
-  「60 になる幹部連中は現地に行って死んだっていいんだ。俺も行く」 
-  「社長、会長も覚悟を決めてやれ」 
 
3 月 15 日 4 時 17 分ごろ、総理官邸において、菅総理と清水社長が面会した際には、菅総理と清水社長との

間で全面撤退の予定がないことが確認されている。また、枝野官房長官の発言によれば、官邸側は吉田所長

がまだ対応可能であるとの認識を持っていたことを確認していた。にもかかわらず、菅総理が東電本店で激

しい口調で演説を行ったことからすれば、菅総理は、東電本店に対して相当の不信感を抱いていたことがう

かがわれる（「3.3.2 4）」参照）。 
 
この菅総理の演説を聞いた東電幹部は一様に「違和感を覚えた」と発言しており、吉田所長もまた、この時

のことを振り返って、現場は逃げていないと悔しさをにじませている。 
 
では、なぜこのような食い違いが生じたのか。 
 

(略) 
 
9）「全面撤退」か「一部退避」か、その真相 
 
まとめ 
 
いわゆる「全員撤退」問題は、清水社長の曖昧な相談と、海江田経産大臣はじめ官邸側の東電本社に対する

不信感に起因する行き違いから生じたものと考えられる。この問題を引き起こした最大の責任は、東電の最

高責任者という立場でありながら、役所と手を握ることで責任を転嫁する傾向を持った東電の黒幕的な経営

の体質から、「原子炉のコントロールを放棄しない」「最低限の人員を残す」という重大な事実を伝えられず、

曖昧で要領を得ない説明に終始した清水社長にあるといえる。その意味で、このいわゆる「全員撤退」問題

は官邸の誤解であったとはいえ、清水社長が自ら招いた出来事であるから、東電の側が官邸を一方的に批判

するのはお門違いであると言わなければならない。 
 
他方で、菅総理が東電本店に来社し、覚悟を迫る演説を行う前には、既に東電は緊急対策メンバーを残す退

避計画を立てており、菅総理が「全面撤退」を阻止したという事実は認められない。したがって、菅総理が

いなければ東電は全員撤退しており日本は深刻な危険にさらされていたに違いない、といったストーリーも

また不自然であると言わなければならない。 


